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１．問題の背景と本稿の課題
中国では，胡錦濤・温家宝政権が発足した2003年を境目に，農業，農村，農民 (三農) に
関する政策は大きな転換を迎えた。長年，農業搾取，農村軽視，農民差別を制度的に行い続
けてきた結果，農業の低生産性と不安，農村の疲弊および農民の相対的貧困という三農問題
が深刻化した。一方，中国政府は2002年に，経済発展の４倍増目標 (2000～20年) を掲げ，
そのために消費主導の内需拡大と社会の安定が必要不可欠であるとの認識を示したが，総人
口の過半数を占める農家の収入を底上げし，都市農村間の格差構造を是正することを喫緊の
政策課題に位置づけている。それを踏まえて，三農政策の基本方針を転換し，工業を以って
農業を促進し，都市を以って農村を牽引する (以工促農，以城帯郷)，あるいは，大いに与
え，少なめに取り，規制を緩和せよ (多与，少取，放活)，という新しい農政の方針が打ち
出された (共産党・国務院発布の６つの中央１号文件，2004～09年)。具体的には，農業税
の廃止，農村義務教育の無償化，新型農村合作医療制度・低所得者生活保障制度・新型農村
社会養老保険制度 (農民皆保険)・農家への直接支払 (補助金) 制度の導入・普及，道路・
文化施設等への財投拡大を主内容とする新農村建設，などが挙げられる。
上述した農政の転換に加えて，農村の社会経済を取り巻く環境も大きく変化した。市場化
改革に伴い，集団所有制を主とする農村工業などの郷鎮企業は1990年代末に私有化，民営化
を余儀なくされた。食糧を含む農産物の流通と価格の自由化も90年代後半，特に WTO に加
盟した2001年以降加速している。何を生産し，誰にどの値段で売るかはほとんど農家と市場
の対話で決まるようになっている。農業税および「三提五統｣1) に象徴されるような負担金
の徴収も2000年代前半の「税費改革｣2) を経て必要でなくなった。代わりに，農家への諸補
助金の交付，様々な公共サービスの提供が求められるようになっている。また，農家人口の
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1) 郷レベルでは教育，道路，計画生育，民兵などの業務遂行に必要な経費を「統費」とし，村レベ
ルでは公共事業，村業務などの必要な経費を「村提留」とする形で，それを農家の人口数や請け負っ
た耕地面積に応じて割り当てする制度である。徴収基準の恣意性，使途の曖昧さなどで多くの問題が
あった (黄 1998)。
2)「三提五統」を廃止する代わりに，農業税率を以前の倍の７％に引き上げ，その税収を郷の財源と
する一方，農業税の20％に当たるものを村の財源とする改革である。2000年から始まったものだが，
４，５年間で農業税も「三提五統」も廃止された (段・宋編 2004)。
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その構造と機能の転換
出稼ぎが深化し，大学進学率が上がったこともあって，農村人口および農家労働力の構成に
異変が起こり，女性，高齢者，低学歴者，年少者の割合が著しく高まった。
食糧の供出，税費の徴収，経済振興などに殆どの時間を費やした郷と村の基層組織だが，
農政の方針転換および社会経済環境の激変を受けて，いまや，組織の規模圧縮と機能転換が
強く迫られ，組織構成員の能力も問われるようになった。胡・温政権の下，基層組織の構造
調整と機能転換を中心内容とする農村総合改革が推進され，一部では段階的な成果が収めて
いるが，既存組織の慣性による負の影響や財政基盤の不安定などで解決を待たされる問題も
山積みだ。
本稿は転換期の農村基層組織における構造と機能について現地調査の資料を用いて分析す
るもので，基層組織の実態，問題の所在を明らかにすることがメインテーマである。分析の
対象は郷鎮レベル，村レベルとするが，必要に応じて県レベルについても言及する。本論で
は，各レベルの組織の構成，組織の構成員，組織および構成員の仕事に焦点を当てて考察，
分析するが，それに先立ち，中国農村の社会経済で起きつつある大きな構造変動について，
いくつかの側面から述べる。
２．農村社会経済の構造変動
計画経済期 (1950年代～70年代) の中国では，農村から都市への資本移転を力強く推進す
る一方，人口の都市集中を極力に抑制しながら，重工業優先の発展戦略が採られ続けた。そ
の結果，工業化の度合いを表す工業総生産の国内総生産比は急速に上昇したのに対して，都
市化水準を反映する都市人口の総人口比は相応に伸びなかった。途上国でよく見られる過剰
都市化の現象 (雇用増を大きく上回る都市人口増を指していう) と対照的に，中国では進ん
だ工業化と遅れた都市化が常態化していた。
ところが，改革開放期 (1980年代以降) において，経済の高度成長とともに産業別に見る
総生産および就業者の構成が変化し，工業化の進捗に遅れをとった都市化も急速に進んでい
る。図１は第１次産業の GDP割合と就業者割合，総人口に占める農村人口と農業戸籍人口
の割合の推移を示すものである。同図のように，改革開放の30年間に，産業構造，就業構造，
都市農村の空間構造のいずれも急激に変化した。なかでも，第１次産業就業者割合と農村人
口割合の低下が際立ち，ほぼ１年１ポイント減のペースであった。裏を返せば，工業化を中
心とする非農産業の発展と都市化が同時に進行したということもできる。
ただ，絶対数で見ると，同期間中，農村人口は6879万人しか減少せず，第１次産業の就業
者数は逆に2336万人，そして，農業戸籍をもつ，いわゆる農民の総数も8023万人増加したの
だ。３億6543万人もの総人口の増加速度に構造変化の速度が追い付かなかったのである（中
国統計年鑑に基づく。以下で出所が明記されないものは同じ)。
農村から都市への人口移動が進み，都市人口比率が大きく上昇することは工業化国で観測
される一般的な経験則だが，その結果として，教育水準が比較的高く，働き盛りの青壮年層
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が離農，離村してしまい，農村が工業化，都市化とともに弱まっていくことは紛れもない事
実である。中国もその例外ではない。ここでは，直近の農業センサス（2007年）に基づいて
それを確認したい。
図２は学歴別・年齢階層別に見る出稼ぎ者と在村者の構成比，および地域別・学歴別・年
齢階層別にみる在村者割合を示すものであり，構成比からは出稼ぎ者と在村者の分布状況，
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図１ 農業・農村・農民の地位変化
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出所）『中国統計年鑑』 各年版より作成。
図 2a 全国農家労働力の学歴構成
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図 2b 全国農家労働力の年齢構成
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図 2d 地域別，年齢階層別在村者の割合
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図 2c 地域別，学歴別にみる在村者の割合
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出所）2007年農業センサスより作成。
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そして，在村者割合からは出稼ぎ現象の広がり具合を知ることができる。同図から少なくと
も以下の事実を指摘することができよう。①出稼ぎ者の７割は中卒者が占めており，全体と
して在村者より高い教育を受けている，②全国平均では３分の１強の中卒者，２割強の高卒
者は出稼ぎで離村しており，中・西部地域のそれがいっそう高い，③出稼ぎ者の８割強が40
歳以下の青壮年層に集中するのと対照的に，在村者の55％は41歳以上だ（中部地域では63％)，
④全国農村では20代の52％，30代の30％が出稼ぎで農村を離れており，出稼ぎの多い中西部
では20代の80％，30代の58％も農村にはいない。
農村からの人材流出は出稼ぎ現象の拡大だけでなく，大学進学率の急上昇からも大きな影
響を受けている。18歳人口に占める大学等（短大に相当する専科を含む）への進学者比率は
1990年の2.5％から2000年の9.6％に，さらに2007年の22.5％へと高まった3)。比較的高い教育
を受けた若者は延々と農村を去っていっているのである。
人口移動の自由化が引き起こしたもう一つの変化は，農村社会における共産党員の有名無
実化である。我々が1990年代以降全国各地で行った農家調査の個票データを集計してみたが，
18歳以上人口に占める共産党員の割合はわずかながら低下する傾向にある。2000年代初めま
では共産党員の18歳以上人口比は10％程度を保ったが，05年以降の調査ではそれが５％程度
しかなくなっている4)。直近の調査結果を示した表１によると，４％程度の共産党員しかな
い中部の安徽省・江西省では，党員の３人に１人が出稼ぎで県外へ移出しており，村にいる
党員の大半は実に50代以上の年寄ばかりである。西部の甘粛省・雲南省・貴州省農村でも共
産党員の割合が低く，しかも高齢者層に偏っている。農村を常時に離れている若者が出稼ぎ
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3) 2000年人口センサスと中国統計年鑑に基づいて筆者が試算した。
4) 1991～2005年の十数年間にわたって，全国21県1816世帯7276人を対象に調査を実施してきた。それ
によって農家の人口，就業などに関する豊富な情報が得られている。
表１ 農家非在学者の党員割合及び在村状況 単位：人，％
雲南・甘粛・貴州
(200508年，1694世帯)
安徽・江西
(2009年２月，600世帯)
共産党員の
人口割合
在村党員の
割合
共産党員の
人口割合
在村党員の
割合
1819歳 0.4 100.0 1.0 0.0
2029歳 1.9 84.6 4.1 16.7
3039歳 3.4 95.7 3.2 57.1
4049歳 4.2 97.8 3.5 87.0
5059歳 8.8 98.4 5.6 95.0
6069歳 5.4 100.0 7.9 90.9
70歳以上 6.5 100.0 6.0 100.0
合計 4.1 96.5 4.0 66.7
18歳以上人口数
うち 党員数
5548
228
2447
99
注) 県外に出稼ぎに行った者を出稼ぎ者として集計した。
先で共産党員になることは難しいからであろう。実際，我々が2008年７月に広東省の珠江デ
ルタで行った農民工調査では，共産党員の割合が3.2％にすぎない。
今の中国農村とくに中西部農村では，人口の高齢化が全国平均より速く進行し，女性が農
業経営の主な担い手と化し，在村者の教育水準が上がらない5)，といった現象が普遍的に見
られる（厳 2009)。
また，1990年代末の金融改革で四大国有商業銀行（建設銀行，工商銀行，農業銀行，中国
銀行）は一斉に農村から営業拠点を引き上げた。農家融資のコストが高いのを嫌う信用合作
社までが農家からの預金を吸収し，それを農外へ流していく役割を担い，郵便貯金も農家か
らの貯金を一方的に都市へ供給する，という農村からの資金流出が続き，家族農業や中小企
業の振興に必要な資金の調達が非常に難しい，という局面が形成されている（段・宋編
2006；韓編 2009)。
上述のいずれも，この間の農村社会経済で起こった地殻変動のようなものであり，本稿の
主題である基層組織の構造調整と機能転換を考察する際に，それらを重要な時代背景として
念頭に置かなければならない。
３．農村基層組織の再編
3.1 党政経三者分離への試み
1984年の憲法改正で行政と経済管理の機能を併せ持つ人口公社制度が消滅し，代わりに中
央，省（直轄市・自治区)，市，県（県級市）に次ぐ末端の行政組織としての郷鎮政府が作
られた。同時に，人民公社体制下の生産大隊が村民委員会に，生産隊が村民小祖に，それぞ
れ名称変更された。最初の間は，党政分離，政経分離，すなわち，共産党組織と行政組織の
分離，行政組織と経済組織の分離を目指して，組織の再編が行われ，郷鎮レベルでは党委員
会，人民政府，合作経済連合社，また，村レベルでは党支部，村民委員会，経済合作社がそ
れぞれ作られるようになった（厳 1992)。党の組織は党の政策を執行し，政府の行政活動に
直接に関与せず，同じく，集団所有制の郷鎮企業など経済組織の経営活動には政府は口を出
さないとされた。
ところが，我々の実態調査で明らかになったように，郷鎮，村といった基層組織内の部署
間で，主要幹部の兼職が一般化し，党務，行政と経済管理の線引きは必ずしも明確ではない
（厳 1997)。党委員会書記が合作経済連合社の会長（董事長)，郷鎮政府の首長が合作経済
連合社の社長 (総経理) を兼任するという現象は慣行として広く見られた。形式上の組織改
編と機能分離はほとんど有名無実と化していた。基層でやらなければならない仕事はいくつ
かの分野に限られ，党政経の分離はそもそも必要性を欠いていたからである。
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5) 安徽省，江西省の農家を対象とした調査（2009年２月）では，18歳以上非在学者の平均教育数年は，
県外への出稼ぎ者と在村者がそれぞれ8.7年，6.4年と大きな差がある。甘粛省，雲南省，貴州省とい
った西部地域の農家調査（2005～08年）でも，出稼ぎ者と在村者の平均教育年数はそれぞれ7.4年，
5.8年であった（農家調査の個票データ基づく)。
1990年代末までの沿海農村や大都市の近郊では，郷鎮企業が発展し，経済活動およびその
管理業務が多かった。また，中西部の農村では，沿海部の経験を見習って，工業をはじめと
する様々な形の郷鎮企業が地方政府や村組織の主導下で興されようとした。党組織も行政組
織も地域経済の振興に精を出し，経済発展こそが自らのもっとも重要な役目と思われた。そ
のため，各種の組織は似通う役割を演じ，主要幹部も当然のように組織間で兼任するように
なった。
3.2 制度の規範化に伴う組織の膨張
1993年に国家公務員暫行条例が施行され，郷鎮組織の構成メンバーに定員制が導入された。
国の財政から給与を支給される，いわゆる国家幹部が比較的厳しく制限されることになった
が，自前の財政収入で県または郷鎮の招聘幹部 (定員外) を任用することは逆に自由となっ
た。そうした中，郷鎮企業の振興という大義名分もあって，定員外の職員は様々な部署で急
速に増殖した。
それと併行して，人民代表大会制度の規範化が図られ，郷鎮レベルにも人大組織を設置す
る動きが活発化した。1990年代に入ってから，看板も組織も主要な構成員もきちんと揃った
郷鎮の「人大」が内陸農村の基層でも見られるようになった。人大の主席，副主席は定員内
の国家公務員がほとんどである。
従来，県レベルまでにしか存在しなかった司法機構 (法廷，司法所のようなもの) も郷鎮
レベルに延伸し，県級組織の派出機構としての税務所，工商所，農業技術ステーションなど
も定員を増やした。
党政組織体系の規範化，縦割行政の制度化が進むのに伴い，郷鎮レベルの機能組織が次第
に肥大化し，人員の急増がもたらされた。しかし他方では，分税制改革が行われた1994年以
降，郷鎮企業等からの付加価値税と営業税を国税として県に上納しなければならず，以前の
ように所定の税金を納めさえすれば，残りは勝手に処分できるような状況がなくなった。収
入が減ったのに支出が増え続けるという財政難は各地の農村で顕在化するようになった。そ
れを解消するため，1990年頃から様々な名目で増え始めた農家からの賦課金 (いわゆる「三
提｣＝公共積立金，公益金と管理費 (村幹部の役員手当),「五統｣（教育，道路建設，民兵訓
練，計画生育，軍属見舞いのために徴収される) が一層速く引き上げられ，計画出産政策を
違反した人からの罰金も半ば強制的に徴収されるようになった。明確な法的根拠がないにも
かかわらず，そうした賦課金等が膨らみ続け (陳 2003)，農業税の水準を大きく上回る現象
も珍しくはなかった (黄 1998；段・宋編 2006)。それに，徴収の基準が曖昧で，多くの地
方では「以支定収」つまり支出に突き合わせて，農民の負担金を決めるというやり方が慣行
化した。農業税とくに諸賦課金の急増で農家の収入が圧迫され，所得水準の低い中西部では，
重すぎる負担に端を発した農民の政府に対する抵抗が頻発し，農民と基層幹部との対立が非
常に深刻化したケースも多かった (陳・春 2006；段・宋編 2006)。
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そうした状況は，郷鎮企業に対する所有制改革，すなわち，郷鎮や村の所有する企業を民
営化，私有化する改革が完了した1990年代末以降，いっそう際立った。沿海部の先進農村で
は，党政組織または経済管理組織がそれまでのように企業等の経済活動に一々口を出さなく
てもよいようになり，中西部農村では，無理矢理に作られた郷鎮企業の多くが多額の債務を
残して倒産したりしたため，郷鎮の党政組織が精を出してやった経済的活動は必要でなくな
った。組織や人員はあるものの，活動の対象が委縮したか消えてしまっている。それでは，
いくら大人しい農民であっても，基層組織に対する何らかの改革がなければ，造反が起こる
と思われた。
3.3 市場化に向けての新たな組織改革
実際，その間に全国範囲での行政機構改革が断続的に行われ，1996年，2002年のそれは比
較的大きなものであった。改革の内容は，郷鎮レベルの組織そのものを吸収合併して組織数
を減らすことや，組織内の機能部署の統廃合，人員の削減・異動，など多岐にわたる。とこ
ろが，農業部農村経済研究センターが2002～03年に行った全国調査によれば，改革の多くは
表に出てくる正規組織や定員数の変化に留まり，表に出てきにくい定員外の部分が依然多く，
郷鎮の党政組織は「吃飯財政」(つまり地方財政が組織構成メンバーの給与のためにあるも
の) から脱却しておらず，政府の供給すべき住民サービスが非常に限られているという（段
・宋編 2004；宋他 2004)。
郷鎮や村の吸収合併，基層組織内の部署間の統廃合，各部署内の定員削減を主要内容とす
る本格的な機構改革は実に2003年に発足した胡・温新政権の下で開始されたばかりであって，
今も進行中である。今回の改革は今までの延長線上にあるが，ひとつ本質的に変わった事実
を挙げなければならない。それは農民から農業税や賦課金を徴収し，その財源で組織自体を
存続させようとする自己目的化から脱皮し，上級組織 (中央を含む) からの交付金で農業経
営を支援し，農家に教育，医療などのサービスを提供するという政府のあるべき姿に変化し
つつあるということである。
2000年頃から安徽省で試行された税費改革6)が2002年に全国的に広げられた。それに伴っ
て郷鎮政府の財政収入が急減し，職員の給与すら支給できなくなったところも続出した。そ
して，胡・温新政権の下で，財政状況の良い地方では農業税の徴収が率先して中止され，省
市政府は基層組織の必要資金を交付金の形で出すようになった。中央政府も農業税率を徐々
に引き下げ，2006年にそれを廃止すると宣言すると同時に，基層組織の財源を中央政府と省
市政府が各地の状況に応じて一定の割合で分担することを決定した。
農業税と賦課金を集めることは基層組織の最も重要な仕事であり，大半の時間がそれに費
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6) 基準があいまいで使途も恣意的だとされる「三提五統」を廃止する代わりに，農業税率を従来の２
倍に当たる７％に引き上げ，それによる税収増を郷鎮政府の財源とすると同時に，農業税７％の２割
相当を農業税付加として徴収し，それを村民委員会の財源とする改革である。
やされている基層組織も多かった状況は，税費改革後一変した。財政基盤の強い地方ではそ
れほどでもないが，中西部では地方政府の財政もそれほど潤沢ではなく，基層組織への交付
金はかなり緊縮のものであった。税費徴収のような従来の仕事がなくなり，上からの交付金
も少ない中，多くの郷鎮や村は上級機関の指導を受けながら，自らの吸収合併，部署の統廃
合や人員削減を余儀なくされるようになった。
図３は1990年代以降の郷鎮および村組織の総数の推移を示しているが，何れも減少する傾
向にある。郷鎮政府の組織数は1990年に５万5838あったが，その後の18年間で38.6％減少し
３万4301となった。また，村民委員会の組織数も74万3278村から60万4285村へと18.7％減っ
た。こうした傾向は2000年以降際立つようになったが，新政権下で基層組織の機構改革と機
能転換が本格的に取り組まれた格好を反映している。
４．農村基層の組織と構成員
新政権発足直後の税費改革およびそれに伴う機構改革の実態，郷鎮や村の財政状況，行政
主導で興された郷鎮企業が経営不振に陥った後の郷村の負債状況に関して，多くの優れた調
査報告がある (陳 2003；宋他 2004；段・宋編 2004, 2006；朱 2005)。ここでは, 新しい農
政 (６つの中央１号文件) が打ち出され，機構改革と機能転換を主な内容とする農村総合改
革が全国的に展開された2006年以降，郷鎮および村といった基層組織の基本構造や役割がど
のようになっているかについて，雲南省，貴州省等で行った独自の調査資料を基に分析する。
4.1 郷鎮レベルの組織と人員配置
2007年，08年に経済発展が比較的遅れている雲南省，貴州省で県，郷鎮，村および農家を
対象に地方の幹部や農民に対するヒアリングを行ってきた。本項では雲南省 NH県 SQ鎮，
WJ鎮を例に機構改革後の郷鎮レベルの組織と人員配置を考察しよう7)。
表２は SQ鎮の三大系統組織 (共産党，行政，人大) の内部構造を県の党委員会・人民政
桃山学院大学総合研究所紀要 第35巻第２号102
図３ 農村基層組織数の推移
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出所）『中国統計年鑑』 各年版より作成。
府の認可した機構改革計画 (2006年) に基づいて整理したものである。鎮レベルでは各種部
門組織をその持つ機能に応じて２つのパターンに分けることができる。
行政職のメンバーで構成される党委員会，人大委員会，人民政府は中核的な存在であり，
党委員会書記，鎮長，人大主席などいわゆる領導幹部８人を除く30人の一般職員は党・行政
弁公室，社会事務弁公室，経済発展弁公室に分属している。彼らはほとんど国家公務員の身
分を有し，一般予算から給与を支給される。それぞれは上級組織に当たる県の党委員会，人
大常務委員会，人民政府から指導・監督を受けるものの，農村基層の基本単位として高い独
立性を持つ。
他方,「事業単位」と呼ばれる部門組織は主として農業経営，計画生育など広大な農家を
対象とする事業遂行の主体である。これらの組織は県レベルの同類の派出機関として農業技
術などの業務指導を受ける一方 (条々＝縦割り)，鎮の党委員会・人民政府の指導・監督を
も受けなければならない (塊々＝属地原則)。職員の給与は系統内の制度に従って支給され，
不足分は自らが経営する農業関連 (たとえば，農業資材の販売収益) の事業収益で賄うこと
も多い。彼らの多くは国家公務員8)ではない。党政部門に比べて，事業単位の実人数が県の
認可した定員数を大きく上回っていることを特徴として指摘しておく。
ところが，以上で述べたことは一般に告示される機構改革のモデルのようなものであり，
全国各地で実験的に導入された郷鎮レベルの組織構成を真似したものにすぎない9)。現地調
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7) 本項の分析は2008年８月に現地調査を行った際に入手した資料に基づく。
8) 中国では日本の地方公務員にあたる者も国家公務員と呼ばれる。
表２ 雲南省 NH県 SQ鎮の組織および人員構成 (2008年５月)
職種 定員・人 実数・人 うち，女性
党・人大・政府の機能機構 36 38 7
領導幹部 行政職 8 1
党・行政弁公室 行政職 16 4
社会事務弁公室 行政職 10 2
経済発展弁公室 行政職 4 0
事業単位 46 54
農業技術普及センター 事業職 16 24 na
林業管理ステーション 事業職 7 4 na
水利管理ステーション 事業職 7 8 1
労働・社会保障所 事業職 3 3 1
統計ステーション 事業職 2 2 0
文化サービスセンター 事業職 2 2 0
計画生育サービス所 事業職 7 9 na
総合サービス所 事業職 2 2 1
合計 82 92
注) 領導幹部とは党委員会書記１人，鎮長１人，人大主席１人，党委員会副書記２人，
紀律委員会書記１人，武装部長１人，副鎮長１人 (女性)。
出所) 現地調査資料に基づいて筆者が作成。
査に行った2008年８月に，鎮の各部門組織が入っている建物の中を見ると，旧来の組織構成
が依然残ったままであった。図４は建物の入り口の壁に書いてある案内図の写真である。１
階から５階までの部屋の仕切りおよび各部屋の主から一目瞭然のように，上級から認可され
た組織構成がまったく反映されていない。宋他 (2004) でも報告されたように，この建物の
中に表２に計上されていない，非正規の職員も相当数に上ると思われるが，残念ながら，そ
の実態を知る術がない。
SQ鎮政府の公式ホームページから興味深い情報がある。鎮の領導幹部など主要幹部の担
当する業務の内容およびそれぞれの管轄する部署，または連携関係をもつ事業組織，村民委
員会，経済組織について個人別に分かりやすくまとめられている (表３)10)。実態はともか
くとして，主要幹部が関連の比較的深い複数の業務を兼ね，その上，個々の業務を遂行する
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9) 段・宋編 (2004) によれば，機構改革が始まった2002年以降，山東省，陝西省，吉林省などで党務，
行政，社会，経済といった機能を有する総合的弁公室が作られている。
10) 原語では，主持，負責，分管，掛点聯係といった表現が使われているが，本文では主持と負責を
「担当する｣，分管を「管轄する｣，掛点聯係を「連携関係をもつ」とした。
図４ SQ鎮政府センター案内
出所）筆者撮影。
部署を管轄することが具体的に明文化されている事実は注意に値する。党委員会の書記と副
書記，人民政府の鎮長と副鎮長，人大主席まで３つの系統組織間で複数の職務を兼ねている
点も指摘されるべきだろう。党政分離という機構改革の理念が長年叫ばれながら，結局，完
全な一体化ができてしまったという皮肉な結果が現にあるからである。
総人口２万人余りの小さな鎮とはいえ，領導幹部の担当する業務内容を精査すると，鎮政
府はあたかも中央政府の縮小版のような形に見えてしまう。経済発展，教育，社会福祉，治
安等などである。しかし実際には，多くの業務は有名無実であり，それを担当する部署や人
員すらないケースが少なくないという。それでもそれらを揃えておかなければならない主な
理由として，上級の県に中央とほとんど同じ構成の系統組織が設置されていることを挙げる
ことができる。
例えば，NH県人民政府の各部局を表す表４によると，総人口23万人 (2000年) 弱の県で
は，局クラスの組織が42もある。県レベルの局は郷鎮政府と同じ行政等級であり，通常，１
つの局に局長と副局長が数人いる。すると，局長または副局長という肩書を持つ幹部職員は
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表３ SQ鎮４組織の領導が担当する村民委員会一覧表（2008年１月29日）
氏名／職 担当業務，管轄対象等 連絡村委会
夏 欽
党委書記
担当：党委員会業務全般
瓦井
于栖
王 強
党委副書記
鎮長
担当：鎮政府業務全般
管轄：財務所，地方税二局
沙橋
索厂
明軍栄
党委委員
人大主席
担当：人民代表大会業務全般
分担：新農村建設，たばこ産業
連絡：たばこ草ステーション
石橋河
天申堂
張文輝
党委副書記
分担：党建設，政治協商，統一戦線，民間団体，老齢，民族・宗教，貧困対策
管轄：党・政府弁公室，組織・人事弁公室，労働・社保所，青年団，婦人連，
工会，工商連，科学技術協会
連絡：貧困扶助弁公室
山場
三河底
周富
党委副書記
派出所長
分担：総合整理，政法，消防，安全生産
連絡：司法所，派出所
石星
田心
起紹龍
党委員
紀律委書記
分担：規律検査，監察，信訪，精神文明，広報，イデオロギー，水利
管轄：党学校，信訪弁公室
連絡：推理管理ステーション，上水場，郵政所，電信所
米井
阿期苴
呉軍賢
党委員
武装部長
分担：武装，交通
管轄：武装部
連絡：村鎮都市計画管理所，工商分局，電力供給所，郷村道路管理所
小河冲
新華
何麗芬
党委員
分担：組織・人事，労働・社保を担当する副書記を補佐 金竹林
羅智惠
副鎮長
管轄：文化サービスセンター，計画生育サービス所，民政弁公室，障害者連
連絡：沙橋中学，天申堂中学，中心学校，沙橋医院，天申同医院
大冲
向陽
羅兆福
副鎮長
管轄：農業技術サービスセンター，林業ステーション，科学委員会，統計ステ
ーション，総合サービス所
連絡：畜牧獣医ステーション，国土資源所，食糧公司，供者，信用社
小古山
松樹地
出所)「南華県政府信息公開門戸網站」の公開資料に基づいて作成。
県レベルで百人を悠に超えてしまう。さらに，NH県には県長と副県長が９人おり，全般を
統括する県長を除く各副県庁はそれぞれいくつかの局を管轄する。ほかに共産党委員会，県
の人大と政治協商会議も併設され，領導幹部の組織間での兼任は一部ではあるものの，多数
の機能部門に専任の職員が国家公務員として配置されていることは言うまでもない11)。
4.2 鎮政府の組織と仕事：WJ鎮副鎮長へのインタビュー
郷鎮政府の組織と仕事をより具体的に理解するため，NH県WJ鎮で副鎮長 (イ族，男性，
31歳，大学の専門は会計監査。農林水部門担当) に対するインタビューの記録を整理してお
こう。なお，このインタビューは2008年８月に行ったものである。
4.21 WJ鎮の経済状況
2007年に，WJ鎮の総人口は１万7900人，農家の１人当たり純収入は1960元と全国平均の
半分以下である。イ族は総人口の過半を占め，漢族は少数派である。
主な作物に馬鈴薯，大根，トウモロコシなどがある。大根は漬物用に干した後販売される。
１kg当たりは平均で2.2元だが，高い時には2.7～3.0元になる。鎮全体の生産高は200万元に
上る。
水田では以前米を作ったが，高原で品質が悪く，近年煙草に転作している。馬鈴薯 (暦11
月～翌年２月)―煙草 (同５月～８月) の二毛作。農家は自主的に転作を行った。馬鈴薯を
売って米を買うか，馬鈴薯で米と物々交換をする場合が多い。馬鈴薯は１kg当たり0.7元程
度，高い時に1.5元にもなる。普通，３～４kgの馬鈴薯で１kgの米と交換する。以前は都市
の住民が村にやってきて米で馬鈴薯を交換した。
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11) 近年，情報公開が進み，各レベルの公共部門の組織，人員などに関する情報をインターネットでチ
ェックすることができる。NH県の４大系統組織およびそれぞれの内部における機能部門の設置状況
がほぼ全国のどこでも見られる。
表４ 雲南省 NH県行政機構 (2009年８月)
県安局 県地方税務局 県展和改革委
県人口計生委 県監察局 県建設局
県科技局 県民政局 県業局
県人事局 県計局 県食品品管理局
県文体局 県林業局 県旅游局
県民宗局 県司法局 県統計局
県衛生局 県法制局 県扶
県工商局 県国税局 県環保局
県交通局 県経委 県財政局
県公安局 県広電局 県教育局
県糧食局 県気象局 県水利局
県国土資源局 県信訪局 県畜牧医局
県招商局 県質局 県史志公室
県商務局 県地震局 県档案局
出所) NH県ホームページより作成。
農家は黄牛，豚，羊，鶏を家畜として飼育する。黄牛は近年外地から導入された品種で肉
牛としても利用される。野生の茸も農家の重要な収入源だ。森林の90％に当たる29万ムー
（１ムーは約6.67アール）の産地に茸が生える。そのうち，松茸が収穫できる産地は森林の
７割を占める。2007年に松茸の生産量は35～40トンに上り，マツタケは200元／kgで買い取
られるため，700万元の生産額が上がったと推定される。牛肝菌は20元／kgで買い取られ，
60トンほど収穫があり，120万元の生産額が推定される。他の野生きのこは６元／kg程度で
ある。
2000年と01年に2500ムーの畑を対象に「退耕還林」が実施され，500ムーの荒山に造林を
した｡「退耕還林」の苗は鎮で統一的に育成され，無料で配布された。植えた木の所有権は
林地を請け負った農家のものだ。2500ムーに対して毎年70万元の補助金が８年間農家に交付
される。鎮域の森林被覆率は64％に達する。
農家の生活燃料は主に薪だが，煙草を加工するのに隣の鎮から購入してくる石炭を使う。
鎮外へ出稼ぎに行っている村民は2000人程度と全人口の１割程度に留まる。広州，深に
行っている人もいるが，詳しくはわからない。
義務教育は2007年から無償化しているだけでなく，中学生に対して年間1000元の生活費補
助，寮生にはさらに寮費の補助もある。
新型合作医療への農家加入率は９割以上に達する。農家は１人当たり10元を拠出し，中央
と州政府からはそれぞれ１人当たり20元を負担する。村の衛生所，鎮の衛生院で診てもらっ
た場合，１回８元の公費負担がある。県医院では入院費だけは公費の一部負担が可能である
(総額の６割)。その際に「合作医療証」と戸籍手帳が必要だ。鎮衛生院に入院した場合の医
療費は７割還付される。
4.22 WJ鎮の党政組織
インタビューを行った鎮政府の施設内に，党委員会，人民政府，人大委員会，計画発展委
員会があり，県から46人の定員が認可されている。そのうち，党政部門の公務員に26人，事
業部門 (計画出産，統計，労働保障) に20人いるが，事業部門の副係長以上は公務員に昇格
される。
ほかに農業科学ステーション４人，林業ステーション７人，水管理ステーション３人，畜
産獣医ステーション３人，医院８人，中学の教職員50人，小学校の教職員80人 (非正規教員
26人を除く) と200人程度いる。ちなみに，正教員の月給は1500～1600元に対して，非正規
教員のそれが420元しかない。普通，非正規教員から正規教員への昇格がない。教員資格と
中専以上の学歴は正規教員になる必須の条件とされているからである。
縦割りの行政機関として公安局の派出所，教育局の学校，衛生局の医院があるが，各部門
の職員の給与，事務経費は上級機関から支給され，鎮の財政と関係しない。また，農業銀行，
建設銀行などの金融機関はすべて鎮から撤退しており，いま，信用合作社は唯一の金融機関
として農村金融の役割を担う。
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鎮の財政収入は年間約320万元だが，うちの200万元は煙草公司の納める税金で，残りは県
などからの交付金である。国税局は県城にあり，地方税局の派出所は幾つかの郷鎮に１つ設
置される。道路や浄水，メタンガスなど新農村建設の推進に伴って立ち上がったプロジェク
トの専用資金，農家への直接支払いなどは，鎮財政の一般会計には入らない。
鎮内の共産党員数は約880人である。信用合作社と電力供給所を除くすべての部門の共産
党員は鎮党委員会に属しその指導・監督を受ける。この２か所の党員は縦割りの上級機関の
党支部に帰属する。出稼ぎで地元を離れた共産党員は鎮の党委員会から発行される「流動党
員証」をもって居住地の党組織の活動に参加しなければならない。党支部の活動は四半期に
１回あり，党費の徴収はそれに合わせて行う。農民党員の党費は年に２，３元しかない。農
民党員の年齢が高く，党政・事業機関の党員は比較的若い。新党員になる条件は中卒以上と
なっている。鎮内では年間約15人の新党員が誕生するが，予備党員の期間は少なくとも１年
を要する。
4.3 村の組織と構成員
前述したように，1990年代に入ってから村民委員会という自治組織も吸収合併の波にさら
された。とりわけ，税費改革が行われる2000年以来，村民委員会主任をはじめとする村幹部
数の縮減，村党支部幹部との兼任という新しい現象が広く見られた。1998年から施行される
村民委員会組織法では，村長が村民の直接投票で選出されると規定されるが，多くの地方で，
支部書記が村主任を兼任するという「一肩挑」が慣行化しつつある (宋他 2004)。これは党
員でない人が村主任に就任できないことを意味するが，人件費節減の必要性，あるいは，村
が実際にしなければならない業務が少ない現実があるためか,「一肩挑」に対する否定的な
考えはあまりない。
ここで，NH県と同じ楚雄州に属する，LF県 GT鎮の16村民委員会109名の現職村幹部の
個人データを基に，村幹部のプロフィール，兼任，昇進ついて考察し，村組織の基本構造と
機能を明らかにしたい12)。
表５は16村109名の現職幹部のプロフィールを示しているが，１村当たりの幹部数は6.8人，
女性は２割程度，高卒程度 (中専を含む) の者は半数近く，少数民族人口が多いのを反映し
て村幹部の半数が少数民族となっている，といった事実をまず挙げられる。
次に現職幹部の村民委員会と党支部等での兼任状況を表す表６をみよう。普通，村民委員
会の中に青年団，婦人連合などが設置され，自然村または人民公社時代の生産隊を単位とす
る村民小組，党小組もある。当然ながら，そうした組織の長や構成員が存在する。ところが，
表６のように，ほとんどの村党支部と村民委員会の長を同じ人物が兼任し，両組織の委員が
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12) GT 鎮は３万6400人 (2000年) の総人口を有する中規模の鎮である。2006年10月から07年６月まで
の９か月で域内の全村に対して1950年から2006年までの組織，人員，主要な業績に関する調査が行わ
れ，その資料集が非売品として発行された。偶然に入手できたものだが，村レベルの組織と人員を知
る上で一定の価値がある。
兼務するケースも圧倒的に多い (村委員会委員63人のうち，43人が党支部委員を兼任する)。
109人いるのに職位の数は189もある。一人当たりの兼任職数は1.73となる。なお，16村のう
ち，書記・主任を務める女性は１人だけである。
ただ，幹部手当を受領する村幹部は，多くの時間を割いて村民委員会の業務に従事する村
主任・書記，業務統計等を担当する委員など３人に過ぎず，ほかの幹部には会合出席などの
際に手当てを支給することは普通である。
表７は現職村幹部の年齢，入党時年齢，現職就任期間，調査時までの経験職数など職業キ
ャリアを示すものである。①村幹部の年齢が比較的若い，②村幹部の８割に当たる89人が共
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表６ 雲南省 GT鎮16村現職幹部の兼務状況 (2007年７月現在) 単位：人
全体 男性 女性 村委委員 党支部書記 党支部委員
村委主任 16 15 1 0 15 1
村委副主任 16 12 4 0 0 15
村委委員 63 46 17 0 1 43
村民小組長 1 1 0 0 0 1
党支部書記 16 15 1 0
党支部委員 74 60 14 0
党小組組長 1 1 0 0 0 1
団支部書記 2 0 2 2 0 0
職位の数 189 150 39 2 16 61
実人数 109 86 23 2 16 61
１人当たりの職位数 1.73 1.74 1.70
出所) GT鎮委員会・人民政府編『和諧広通 村級組織発展紀実篇』(2007年) より作成。
表７ 雲南省 GT鎮16村現職幹部の経歴 (2007年７月現在)
調査時年齢
(歳)
現職就任時
年齢（歳)
入党時年齢
(歳)
党員年齢
(年)
現職就任期
間 (年)
経験職数
初職～現職
期間 (年)
村委主任 42.8 39.4 22.6 20.2 3.4 4.8 21.1
党支部書記 43.9 39.8 23.6 20.3 3.7 4.8 21.8
村委員会 33.7 29.7 27.2 10.7 3.6 2.1 12.6
党支部委員 39.3 37.9 26.7 12.9 2.1 3.7 14.9
全員平均 39.2 37.1 26.2 14.1 2.6 3.6 16.1
出所) GT鎮委員会・人民政府編『和諧広通 村級組織発展紀実篇』(2007年)より作成。
表５ 雲南省 GT鎮16村現職幹部のプロフィール (2007年７月現在)
学歴別 男性 女性 合計 民族別 男性 女性 合計
小学校 4 0 4 漢族 43 12 55
中学校 44 8 52 回族 3 1 4
中専 18 10 28 彝族 39 10 49
高校 18 5 23 苗族 1 0 1
合計 84 23 107 合計 86 23 109
出所) GT鎮委員会・人民政府編『和諧広通 村級組織発展紀実篇』(2007年) より作成。
産党員であるが，入党時の平均年齢が26歳と若い，③党員でいる年数，初職から現職に至る
までの期間および経験した職数は，村委委員，党支部委員，党支部書記・村委主任の順で，
増える傾向がある。つまり，村組織の主要幹部に上り詰めていく昇進コースが存在し，しか
も，そのコースを辿るのに一定の期間を要する，ということである。
５．基層組織の仕事
5.1 管理者から奉仕者への機能転換
1990年代，農村調査の中で郷鎮や村の幹部に日常の仕事についてよく尋ねたが，南北東西
を問わず，ほぼ同じ言葉が返ってくる。それは「徴糧，要款，弁学，引産」であった。つま
り，①農家に食糧の供出ノルマを達成させる，②農業税および「三提五統」を徴収する，③
小中学校の進学率を維持，向上させる，④一人っ子政策を実行に移す，というものであった。
郷鎮企業を振興し地域経済の発展に精を出す時期もあったが，成功したものは少数に留まっ
た。
その頃の基層組織およびその構成員は，上からの行政任務を遂行するための存在であって
も，域内の住民である農家に公共サービスを提供するものではなかった。組織が肥大化し，
農家からの税費収入が基層組織の人件費や事務経費で消えてしまう，という「吃飯財政」が
日常化していた。
ところが，胡・温政権の発足とともに，基層組織の機能転換が大きく迫られた。郷鎮政府
および村委員会は，農家からモノ，カネを半ば強制的に徴収する管理者から，農家に教育，
医療，保険等の公共サービスを提供する奉仕者へと，その役柄の大変身を余儀なくされつつ
ある。冒頭で述べたように，2005年以降，①農家への直接支払い制度 (食糧農家に対する生
産補助，良種・大型農機・農業資材の購入代金に対する価格補助)，②中卒までの義務教育
の無償化と寮生生活補助制度，③中央・地方・農家の共同出資 (4：4：2) による新型合作
医療制度，④農家への最低生活保障制度，⑤新型農村社会養老保障制度 (農民の悉皆保険制
度)，⑥農村の生活インフラ (水・道・電気・メタンガス・危険住宅) 整備制度，などが全
国範囲で実施されている。
2008年８月に，雲南省WJ鎮へ現地調査に行った。鎮政府の正門に入ったところ，右側の
掲示板が目に入った。覗いてみると，鎮政府の行った住民サービスを示す資料が告示されて
いた。主なものを列挙しよう (2007年の実績)。
①志願兵の家族に対する見舞金：17人，１人当たり1332元。
②被災した農家住宅への修復援助金：LC村10戸，１戸当たり2000元。
③一人っ子義務教育奨学金 (年額)：小学生１人当たり160元 (30人)，中学生260元 (７人)。
④大型農機購入代金への中央財政補助金：20件，１件当たり2000元。
⑤一人っ子の親に対する生活補助金 (年額)：20人，男子の親に600元，女子の親に700元，
亡くなった一人っ子の親に750元。
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⑥「整村推進」プロジェクト (農家の住宅修繕)：11村民小組等，4.6万平米，36.9万元13)。
全農家への直接支払いや大型農機・農業生産資材の購入代金補助については，調査訪問し
た WJ鎮，SQ鎮の財政資料からその概況を知ることができる。表８によれば，二つの鎮で
ほぼ同じ項目の農家補助が行なわれているものの，１人当たりの補助金額も項目別の補助額
もずいぶん異なる。たとえば，農業生産資材総合補助14)ではWJ鎮が20元に過ぎないのに対
して，SQ鎮が60元とその３倍である。それぞれの経済構造が異なっているからであろうが，
ここで注目したいのは，鎮の財政規模の半分 (表９をみよ) に相当する補助金が農家に直接
に支払われている，という事実である。義務教育の無償化，医療保険・養老保険の財政負担
などを考え合わせると，基層組織である郷鎮の役割が大きく変わったことは明白な事実であ
る。
5.2 基層組織の財政収支構造
他方，基層組織の財政構造を見ると，税費改革前の「吃飯財政」という郷鎮政府の姿が見
え隠れする。表９はWJ鎮の財政収支を示すものである。
同表によれば，WJ鎮の財政収入のうち，上級 (中央および省市) からの交付金が４割，
域内の税金収入等が６割となっている。たばこの原料を生産する産地として，比較的安定な
財源が確保できているようだが，非農業の遅れを反映して付加価値税等の割合が低い。注意
深いのはすべての税金収入が万元単位となっていることである。普通に考えると，付加価値
と税率で算出される付加価値税がこのような数字になるはずはない。徴税の制度を厳格に実
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13) WJ鎮の告示資料によれば,「整村推進」プロジェクトは，①インフラ施設(道路，電気，農地，水
利，住居)，②経済発展 (土地利用農業，養殖業，生態建設，経済林・果樹)，③技術普及，④公益事
業 (教育，文化，衛生)，からなっている。
14) 化学肥料，農薬，ビニール，ディーゼル等の価格高騰に対する中央政府のコスト補償政策として全
国的に施行され，耕地面積割で農家に一括支給される。
表８ 農民に対する直接補助金の年額と構成比 単位：万元，％
WJ鎮 (2007) SQ鎮 (2008) WJ鎮 (2007) SQ鎮 (2008)
食糧農家への直接支払 6.3 32.4 3.9 7.8
農業資材総合補助金 33.2 194.0 20.4 46.6
繁殖用雌豚補助金 0.4 na 0.3 na
退耕還林補助金 72.8 111.8 44.7 26.8
民間住宅耐震工事補助金 50.0 na 30.7 na
大型農機購入代金補助 0.0 16.0 0.0 3.8
合計 162.7 416.4 100 100
１人当たり補助額 (元) 94.8 128.4
注) WJ鎮，SQ鎮の農家数はそれぞれ4006戸，8253戸，郷村人口数はそれぞれ１万7156人，３万
2439人 (2006年)。
出所)「WJ鎮2007年財政収支決算和2008年財政収支予算案」(財政所),「沙橋鎮政府工作報告(2009年
２月９日)」に基づいて筆者が作成。
行しておらず，税務当局と企業等の間で旧来通りの駆け引きで税金を徴収している状況が続
いていると思われる。
他方の支出構造に目を向けると，予算が分野別に組まれていることが分かる。財政支出の
半分以上を占める一般公共サービスに人大，行政府，共産党および人口・計画生育が含まれ
ていることは興味深い。この部分は表２に示した行政職に当たる人達の従事する部門であろ
う。また，農業，林業，水利，医療衛生などは表２の事業職に当たる人達のいる部門と考え
られる。
各項目の細目，すなわち，人件費や事務費，事業費の構成に関する情報がなく，確かなこ
とが言えないが，関係者からのヒアリングによれば，鎮の人民代表大会で審議，了承された
この決算と予算が主として各部署の人件費，事務費，旅費，接待費に充てられ，インフラ整
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表９ 雲南省 NH県WJ鎮の財政収支構造
2007年決算 2008年予算 2008年予算
／07年決算金額・元 構成比・％ 金額・元 構成比・％
1.前期繰り越し ▲ 1,096,020
2.財政総収入 3,233,456 100 3,632,508 100 12.3
1)上級からの交付金 1,233,456 38.1 1,512,508 41.6 22.6
2)域内の財政収入 2,000,000 61.9 2,120,000 58.4 6.0
①付加価値税 10,000 0.3 10,600 0.3 6.0
②営業税 200,000 6.2 212,000 5.8 6.0
③企業所得税 10,000 0.3 10,600 0.3 6.0
④個人所得税 10,000 0.3 10,600 0.3 6.0
⑤住宅不動産税 20,000 0.6 21,200 0.6 6.0
⑥都市土地使用税 10,000 0.3 10,600 0.3 6.0
⑦たばこ草税 1,630,000 50.4 1,727,800 47.6 6.0
⑧教育費付加収入 10,000 0.3 10,600 0.3 6.0
⑨非税収入 100,000 3.1 106,000 2.9 6.0
3.一般予算支出 3,303,456 100 3,632,508 100 10.0
1)農業事業部門 222,174 6.7 244,391 6.7 10.0
2)林業事業部門 500,301 15.1 330,331 9.1 34.0
3)水利技術普及部門 75,829 2.3 97,133 2.7 28.1
4)文化体育・メディア 28,640 0.9 33,968 0.9 18.6
5)医療衛生 187,073 5.7 160,782 4.4 14.1
6)行政・事業単位退職者年金 261,436 7.9 297,932 8.2 14.0
7)一般公共サービス 1,839,368 55.7 2,146,425 59.1 16.7
①人大事務 68,339 2.1 80,389 2.2 17.6
②政府機構事務 1,572,571 47.6 1,879,277 51.7 19.5
③共産党事務 80,557 2.4 91,362 2.5 13.4
④人口・計画生育事務 87,900 2.7 95,397 2.6 8.5
8)公共安全 11,800 0.4 12,980 0.4 10.0
9)科学技術 52,733 1.6 61,041 1.7 15.8
10)社会保障・雇用 48,181 1.5 52,998 1.5 10.0
11)その他 75,921 2.3 85,513 2.4 12.6
12)予備費 109,014 3.0 na
4.次期繰り越し ▲ 1,166,020
出所)「WJ鎮2007年財政収支決算和2008年財政収支予算案」(財政所)に基づいて筆者が作成。
備の資金や農家への交付金，県から直接に学校に支給する教育費等をこの中に組み入れない
ことは一般的だという。その意味で，鎮の財政は依然として給与支給のための「吃飯財政」
といっても過言ではない。ただ，上級からの交付金が農家からの税費収入に代わった点は大
きな変化である。
5.3 村幹部の語る村民委員会の仕事
新農政の下，村の幹部はなにを主な仕事とし，村の社会経済的活動や村民の生活はどのよ
うになっているか。このような問題意識を持って，ここ数年全国各地の農村を回り，村幹部
等をインタビューしてきた。以下，雲南省で行った調査記録の一部を整理する15)。
5.31 WJ鎮Ａ村
Ａ村を訪れたのは2007年８月のことであった。Ａ村は12村民小組，23自然村，418世帯，
1475人からなる行政村だ。耕地面積は1775ムー，１人当たりは１ムー程度しかない。１人当
たり純収入は1460元，集団経済がゼロ，自営の商工業もない。山林，土地は戸別経営となっ
ている。食糧生産は63.32万 kg，１人当たり257 kgだ。
生活用水は３km離れたところから背負ってくる。飲用水の確保は村の抱える最大の課題
だ。自然村単位で10万元の投資ができれば，水源から水を引くことができる。行政村では
100万元が必要だ。国の衛生省が進める「人間と家畜の飲用水プロジェクト」があり，それ
への申請を考えてはいる。
食料の不足する貧困人口は780人いる。2007年より，食糧以外の経済的収入のない「特貧
人口」72人は最低生活保障の適用対象とされ，月当たり５kgまたは10 kgの食糧，12元の現
金が支給されている (それぞれ51人と21人)｡「五保戸」６人に対しては，月当たり60元の現
金が支給される。
村内に２つの小学校があり，１年生から４年生までだ。5，6年生は４km離れた鎮政府所
在地の中心小学校に移り，寮に住む。小学１年生から３年生まではイ族の言葉と中国語によ
る教育を行うが，中学校以降は中国語のみになる。
村には正規教員５人，非正規教員３人いる。小学校から中学への進学率は100％だが，高
校在学中の生徒は８人だけ。学費が高すぎて通えないためだ。中学生に対して「民族助学金」
があり，１人当たり年額は50～200元，寮生に対して寮費補助もある。
村幹部の手当は，主任 (書記兼任) が月当たり460元，副主任と文書 (統計業務を主に担
当する。以前は会計と呼ばれた) が同440元である。村の事務経費は年間6000元程度しかな
い。すべては鎮政府からの交付だ。
農家に対する直接支払いは，食糧農家が１ムー当たり19.5元，生産資料補助が１人当たり
４元だ。2005年から始まった制度である。鎮の財政所は諸補助金を農家の専用口座に直接に
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15) 筆者が安徽省，江蘇省で行った農村調査の一部を厳 (2008a) で発表している。
振り込み，郷鎮や村による補助金の横取りまたは流用ができないようになっている。
出稼ぎのため，村を離れ，上海市，広東省の広州市・深市など省外へ移動した村民は36
人と少ない。それも県の扶貧弁公室の仲介で獲得できた枠で，各郷鎮に割り当てされたもの
である。鎮外省内の出稼ぎ者は相当数に上るが，具体的な数字は把握していない。日本など
国外への労務輸出もわずかながら存在する。
5.32 WJ鎮Ｂ村
１年後の2008年８月に，同じWJ鎮のＢ村を訪問し，Ｌ書記から村の仕事等をインタビュ
ーした16)。
Ｌ書記およびＢ村の概況
党支部書記Ｌ氏はイ族の男性で43歳である。両親が他界し，妻と子供２人の４人家族であ
る。売店経営，トラクターの運転手，大工を経て村民委員会の副主任へ，2007年４月に書記
に就任した。30歳になった長女は中卒でいまも故郷にいるが，26歳の次女は短大 (大専) を
卒業後，都会での就職が叶わず，いま県内のビール会社に勤めている｡「非農業」に転換さ
れた戸籍は実家の戸籍手帳に戻されている。
村からの請負耕地は1.4ムーの畑だけだが，自ら開拓した耕地は7，８ムーある。山林は80
ムーある。森林の所有権改革が終了したが，証書はまだ交付されていない。馬鈴薯，大根を
生産する。馬鈴薯を売った金で米を買って消費する。大根は干した後漬物の材料として売る。
豚２頭，鶏数羽を飼っているが，自家消費のためだ。
Ｂ村は８自然村，13村民小組，504戸，2163人からなる行政村だ。村民の96％はＬ姓で，
全てがイ族である。共産党員は63人 (うち，女性4人)，有権者1380人。村民１人当たりの年
間純収入は1670元と少ないが，５年，10年前と比べて大きな躍進がある｡「以工促農，以城
帯郷」は2008年から本格化し，県政府等の各部署はそれぞれ１つの村を担当し，資金，技術
等で村の経済発展を支援している。
当村では衣食が足りて目立った問題はない。テレビ，バイク，電話は９割以上の農家で普
及されている。ただ，飲用水の確保は大きな問題だ。新農村建設の主要内容として，飲用水
の条件改善，村道の建設，住居の美化，養殖業の発展，公衆トイレの建設，トイレや畜舎の
改造が挙げられる。当村では電気が1992年から使えるようになっていた。
鎮の外へ出稼ぎに行っている村民は70～80人いるものの，福建省，広東省の深市，北京
市など省外への移動者が少しある。短大やⅢ種の大学本科に進学した者は卒業後正規の就職
ができず，戸籍を村に戻した後，どこかへ出稼ぎに行く人がほとんどだ。
村の組織とメンバー
村委主任は党支部書記を兼任し，副主任 (42歳)，文書 (38歳)，計画生育担当，村委委員，
衛生員がいる。婦人，民兵，青年団支部，農業科学技術員，獣医，司法員等はすべて村幹部
桃山学院大学総合研究所紀要 第35巻第２号114
16) 中岡まり氏はこの調査に参加し，調査記録のチェック，加筆を行った。
による兼任だ。村主任 (党支部書記) の手当は月当たり460元，副主任と文書のそれは440元，
ほかの幹部は250元となっている。電話，光熱費，文具などの事務経費は月当たり180元しか
ない17)。
村委主任は３段階の投票方式で村民によって選出された。第１段階は予選である。30名の
有権者の推薦を受ければ，誰でも立候補できる。１回目の投票で15人位の候補を確定する。
第２段階で２人の最終候補人を選び，第３段階で決選投票を行い，村委主任を選出する。選
挙期間中，県や鎮から指導員がやってくる。
村下に２つの党支部，１つの総支部がある。党員73名のうち，鎮の関係機関からは18名い
る。鎮級機関の党員は村の党支部の活動に参加し，農村の社会経済状況を知ることができる。
いわゆる「幇帯党支部」だ。Ｂ村には県科学技術協会から「新農村建設指導員」１名が出向
している。給与などは元の職場から支給される。指導員の仕事は村委の仕事を手伝う程度し
かない。
党支部の活動は四半期ごとに行い，建党記念日に集会がある。村民委員会議は不定期だ。
用事が発生すれば召集する。
「村務公開」は準備中だ。掲示する場所がない。NH県は全国の「村務公開」の実験モデ
ルだ。村民小組で「１事１議｣18) を経て農道を作った実績はある。１人当たり１元でセメン
トを購入し，みんなの労働参加でやったのだ。鎮までの郷村道路14.5 kmに対して，年間
2400元の補助があり，その資金で道路を補修する人を雇っている (月給200元)。
村の計画出産
四半期ごとに女性に対する健康検査を無料で実施し，結婚，妊娠，出産などに関する台帳
を作成している。法定の結婚年齢 (男性22歳，女性20歳) に達する前に，結婚，妊娠が発覚
されると，流産手術を受けさせる。２，３回もの手術を強制的に実施させたケースもある。
結婚証書が発行されないでいる夫婦は合法的なものとして認められていない。イ族は早く結
婚する習慣を持ち，17，18歳で結婚してしまうものが多い。本人も親もそれへの抵抗がない。
そのため，国の計画生育政策を施行しにくいのが現状だ19)。
村を離れ出稼ぎに行っている人に対しては，鎮の計画生育弁公室から「生育証明書」を発
行する。その人たちの出産行動は居住地の関係部門で管理される。反対に，当地域に流入し
ている出稼ぎ者対して同じような出産管理を行う。
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17) 当地の賃金水準は，大工等の職人で１日当たり20～25元，特殊な技能工なら40元もある。大根の加
工が忙しい季節には１日50元もある。これに照らしてみると，村幹部の手当が少ない。
18) 税費改革後，村内の公共事業をやる際の費用，資金の捻出方法などについて，村民同士が協議して
決める。Ｂ村では，2008年２月に村民からの募金で廟を建てた。一応は道教の廟らしいが，集会の場
にもなっている。
19) イ族の場合，子供を２人まで合法的に生むことができるが，間には４年間が必要だ。ただ，夫婦が
共に政府機関等に務める場合，一人の子しか認められていない。2005年からは非農村戸籍や党幹部，
片方が公務員だったら，一人っ子政策も適用される。違反すると免職される，と益々厳しくなってい
る。
失敗のケースもあった。例えば，上海に行ったある女性は法定の結婚年齢に達していない
にもかかわらず，河南省出身の人と子供を生んでしまった。地元に戻って戸籍の登記をした
際に6000元の罰金が科された。
村の教育事業
某自然村の小学校に１，２年生，２クラス，56人 (女子生徒がやや多い) がある。２人の
正規教員がいて県教育局から給与を支給される。満７歳の子供は小学校に入学しなければな
らない。義務教育期間の学費は全額免除となり，教科書代の一部も無償化している。３～６
年生は鎮政府所在地にある６年制の「完全小学校」で学ぶ。学校の寮に住む生徒に，１学期
当たり300元の生活費補助が県教育局から学校を経由して本人に支給される。貧困生徒の選
定は公開で行い，予選の結果は告示，決定される。資源の有効利用のため，自然村に分散す
る小学校は町へ移転され，統廃合されつつある。
中卒者の高校進学率については不明である。中学校は鎮政府所在地，高校は県政府の所在
地に１つあるのみだ。2007年に村内からⅠ種，Ⅱ種の本科大学に進学した者は６，７人，中
専 (中卒後の進学で高校に相当する) 進学者が多数いる。大学院を出た者も１人いる。
村の役場から少し歩いたところに大益希望小学がある。校舎に埋め込まれた石碑によると，
この小学校は，民間会社が20万元，県政府が12万元出して，2007年10月に完成した。建物は
２階建てて教室が10ある。新しい校舎の横に生徒達の宿舎があるが，こちらはレンガ造りの
非常に粗末なもので，中に２段ベッドが置いてあった。夏休み中のため，ベッドには木の板
しかない。新学期が始まれば，生徒達は各自布団を持参して学校生活を送ることになる。
5.33 まとめ
所得水準が全国平均 (2007年，4140元) の半分を満たさない貧困地域の村では，村組織の
構成が単調で，村委主任など幹部の待遇も悪い。上級からの財政投入で一部の公益・公共事
業を遂行することはあるものの，独自の財源で何かをすることはない。計画生育政策を実行
に移すことはいまや最重要な仕事となっている。義務教育，新型合作医療，養老保険などは
県，鎮の所管事項となっているが，上級機関と農家の間に入って業務の遂行に協力すること
もしばしばある。単調な組織，悪い待遇でありながら，多様な農家へのサービスを求められ
ているというのは，村組織の直面する今日的現状であろう。
5.4 農家による基層組織の評価
最後に，新農政下の基層組織に対する農家の評価を世帯主へのアンケート調査で見てみる。
図５は2008年２月に貴州省南西の農村で行った独自の農家調査を基に作成したものであり,
「あなたは政府の下記のような仕事に対して満足していますか」に対する世帯主の回答結果
を示している (指標の算出方法と読み方については脚注を見よ)。同図から３つの特徴点が
挙げられよう。
第１に，農地の請負や「退耕還林」に関する政策に対して，農家世帯の経済的状況の如何
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にかかわらず，世帯主は高い評価を与えている。農地の請負期間の延長で農業経営の安定化
が期待でき,「退耕還林」に伴う補助金の直接支払いで農家所得が増えたことにその原因が
求められよう。
第２に，村民委員会の財政等に関する情報公開や村幹部の仕事振りに対しては，すべての
所得階層の世帯主は批判的な評価を下している。農家から見れば，村組織の運営状況，村幹
部の仕事があまり見えて来ず，あるいは，それらが農家のためになっていないことは背景に
あるかもしれない。
第３に，農産物の流通，科学技術の提供，農業情報のサービス，政策の伝達，党と大衆の
関係については，経済的状況の異なる農家の世帯主は異なった見方を示しているものの，政
府 (基層組織) の仕事に対する評価は概ね低い。経済的状況のよい農家層において，農産物
の流通や技術の提供への評価はマイナスとなっている一方，経済的状況の悪い農家層では，
党と大衆の関係に対する評価がマイナスであった。
農家にとっての「政府」は地元の村民委員会や郷鎮政府・党委員会とほとんど同じ意味で
ある。新農政が施行された後，農村の基層組織である郷鎮政府と村委は組織の構成が大きく
変わってはいるものの，新しい情勢に適応する十分な機能転換が必ずしもできたとはいえな
い。強固な財政基盤がない上，有能な基層組織の幹部が不足するのも一因と考えられる。
６．要約と展望
本稿では，まず農村社会経済の構造変動および三農 (農業，農村，農民) 政策の転換に合
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土地請負政策
「退耕還林」政策
農産品交易市場
科学技術の提供
農業情報サービス
政策の伝達
党と大衆の関係
村委の情報公開
幹部の職務態度
図５ あなたは政府の下記のような仕事に対して満足しているか
(農家世帯の経済的状況別で見る)
注）｢とても満足」２点,「まあまあ満足」１点,「普通」０点,「余り満足でない」－１点,「とて
も不満」－２点で求めた加重平均に100を乗じた。したがって，評価値は－200～200の範囲に
位置し，大きいほど良い。
出所）2008年２月貴州省農家調査個票より作成。
100 50 0 50 100 150 200
良い 普通 悪い
せて進められた基層組織の再編過程を概観し，その上で，実地調査で得た一次情報を用いて，
基層組織の構造と機能の変化状況を明らかにした。分かった要点をまとめよう。
第１に，国内総生産，就業人口に占める第１次産業の割合も農村人口の総人口比も急速に
低下する中，農村，中でも中西部農村における人口の高齢化，高学歴者の流出，共産党員の
存在感の希薄化が目立つようになっている。これは農村基層組織の存続する基盤が大きく変
化したことを意味する。
第２に，21世紀初めまでの農村で共産党組織，行政組織と経済管理組織の３者分離を目指
す改革が試行されたが，各組織の規範化や縦割行政の制度化が進むにつれ，様々な機能組織
が増殖し，人員増による行政コストが膨らむ，という皮肉な結果がもたらされた。人件費の
ための「吃飯財政」が恒常化し，それを支えるための税費負担は農民に重く圧し掛かるよう
になった。
第３に，市場化改革が深化し，農民負担の軽減要求が高まった1990年代後半から，基層組
織の統廃合と人員削減が迫られ，基層組織の機能転換も喫緊の課題となった。それを受けて，
郷鎮政府も村民委員会も組織数を減らし，正規の定員を削減するようになった。
第４に，郷鎮レベルの組織や人員構成を実地調査で確認すると，形式的には一定の改革が
行われたように見える。しかし，実際の行政活動においては変化が小さい。県級組織との強
い繋がりが影響しているようだ。
第５に，行政コストを削減するためもあって，党政経の三組織間における主要幹部の兼任
が多く，三者分離の改革理念が完全にといってよいほど吹き飛ばされている。こっちのほう
は現状に適しているからであろう。農家からの税費徴収など煩雑な仕事がなくなったのも一
因である。また，村レベルでも，主要幹部の組織間での兼任が多く，村幹部の数が少ない，
というのも基層組織の機能低下を反映したものである。
第６に，基層組織の主な仕事は，農家に対する様々な公共サービスの供給に変わっている
が，郷鎮も村も独自の財政基盤を持たず，住民へのサービスが質量ともに非常に限られてい
るのは現状だ。基層組織の仕事ぶりに対する農家の評価が概ね低いことはそれを物語ってい
る。
第７に，義務教育，合作医療，養老保険，生活・生産インフラなど，従来，基層組織が住
民に提供してしかるべき公共サービスの必要性について，近年の中国で盛んな議論が繰り広
げられている。総論に関する合意が形成しているように思われるが，それを実行するための
財政改革，基層組織の人材養成は大きな遅れを取っている。
以上を踏まえて，基層組織の機能を本当に転換させていくために，組織構成員の能力を向
上させていくことは重要な政策課題となろう。大卒者が農村の基層組織に進んで就職するよ
うな環境を整備し，基層組織の諸機能が発揮できるような財政基盤の強化を急ぐ必要がある。
組織の統廃合だけでは機能の転換が実現できそうにないからである。
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The Xiang-Cun Organization in Rural China :
Conversion of their Structure and Function
Shanping YAN
In this paper, it is a main theme to analyze the structure and function of Xiang-Cun organization
in rural China. I used a lot of data not only existing, but collected by myself. Although I mainly
investigated the Xiang-Cun organization’s conversion in their structure and function, I make ref-
erence also about a prefectural level if needed. The article is organized as follows. First, I de-
scribed a big structure change which is occurring in China’s rural society and economy from
several points. Then, I make my focus on the composition of basic organization, each one’s role
and the works performed by the members inside. The final is a brief conclusion of the paper.
